Insurance Product Strategy in Aging Society by 徳常 泰之 & Tokutsune Yasuyuki
?　少子高齢化社会の保険商品戦略
著者 徳常 泰之
雑誌名 少子高齢化社会における世代間の自立・協力・公正
―年金・保険・所得の諸相―
ページ 83-102
発行年 2007-03-31
その他のタイトル Insurance Product Strategy in Aging Society
URL http://hdl.handle.net/10112/584
（83）
Ⅳ　少子高齢化社会の保険商品戦略
Ⅳ　少子高齢化社会の保険商品戦略
徳　常　泰　之
₁．はじめに
　出生率が低下すると、少子化が進行し、高齢社会へと移行し人口動態が変化
することになる。人口動態が変化すると、当然ながら企業が対象とする人口が
増減することになる。それが原因となり、企業は経営戦略の変更を余儀なくさ
れる。おもちゃメーカーはそのいい例である。これから先、主たる顧客である
子どもが減少していくわけであるから、子どもだけではなくて大人もターゲッ
トにするように変化させている。
　今回、取り上げる保険業界は少子化、高齢化の影響を強く受ける産業のひと
つである。少子化・高齢化の進展に伴い主たる顧客が変化していく業界である。
かつては死亡保障商品を営業職員という販売チャネルで販売してきた。しか
し、保険の第一次取得者である若年層の減少や販売チャネルの多様化という経
営外部環境の変化に対応するため、また新たな成長戦略を描くために各社は医
療保険や年金保険などのいわゆる第 ₃分野の商品開発に注力してきた。
　本稿ではこの10年の大きな流れと今後の動向、また最近発生している保険金
不払い問題について考える。
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₂ ．人口動態の変化
　厚生労働省「人口動態統計」や国立社会保障・人口問題研究所によると、合
計特殊出生率は低下の一途をたどっている。日本の出生率低下傾向にまったく
歯止めがかからない。出生率低下にはさまざまな原因が複合的に絡み合ってい
ると考えられるが、女性の高学歴化、女性の社会進出、晩婚化、非婚化、医療
技術の革新などがその原因として考えられる。
　1986年以降、雇用機会均等法と称される法律が施行されて以降女性の社会進
出が進んだと考えられる。また女性の社会進出が進む前段階として女性の大学
への進学率も非常に高くなった。ここ15年ぐらいの間に男性・女性合わせての
大学進学率が約50％にまで上昇している。女性が社会進出するのに伴って、必
然的に晩婚化や、非婚化という流れが出てきた。女性が必ずしも結婚しなくて
も生きていけるような社会になってきたということでもある。特に経済的に自
立してきたというような側面が、この晩婚化や非婚化、結婚しないという選択
が取れるようになった。
　非婚化と晩婚化に関して、ここ40年で男性も女性も平均初婚年齢が約3歳も
上昇している。男性の場合で、平均初婚年齢が1964年には27.2歳であったもの
が2004年には29.6歳と30歳に手が届きそうな状況である。女性の場合で、1964
年には24.5歳であったものが2004年には27.8歳と上昇している。
　このような晩婚化が進展する状況に伴い、出生率が低下してきた。1950年の
段階では ₁ 人の女性が産む子どもの数が3.65人であったが、これが1970年には
2.13人に低下した。出生率が、2.08人程度を下回る状況が続けば人口は減少す
ることになる。2003年、2004年には1.29、2005年には1.26へと低下しており、
少子化に関する状況はさらに悪化している。
　一方、日本人の平均寿命は世界でも最高水準にあり、厚生労働省の「平成17
年簡易生命表」によると、男性の平均寿命は78.53歳（前年比－0.11歳）、女性
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の平均寿命は85.49歳（前年比－0.10歳）となっている。
　総人口に対する65歳以上人口の割合も増加の一途をたどっている。2005年10
月時点で65歳以上人口は全人口のおよそ20％程度であるが、2015年には全人口
の26％程度、そして2050年には全人口の35.7％程度まで上昇すると推測されて
いる。
　日本の社会保障に大きな影響を与えると考えられる少子化や高齢化の一側面
として、生産年齢人口の減少が問題となる。一般に生産年齢人口と呼ばれる15
歳から60歳の人口が2000年では全人口の68.1％であったが2050年には53.6％に
まで減少すると予測されている。
　少子化が進行した結果、高齢化も進行することになる。高齢化社会から、高
齢社会へと移行していくことになった。そしてついに2005年に日本は人口減少
社会に突入することになった。
　人口減少社会に突入する、公的年金の給付水準の切り下げや、公的健康保険
制度の改正により医療費も費用がかさむようになるなどの社会環境が変化して
きた。それに伴い、さまざまな不安やリスクが顕在化してきた。
　このような顕在化してきた不安やリスクを認知することにより、不安やリス
クに対処するための手法を要求するニーズが存在するが、このニーズが変化し
てきた。
　具体的に、長生きのリスクと早死にのリスクの ₂種類のリスクが存在すると
考えられる。公的年金や公的健康保険制度が改革により負担が増加することに
なる。そのため生きていくことそのものがリスクだということが認識され始め
たと考えられる。リスクの種類は多種多様であるが、早く死んでしまうリスク
表Ⅳ− 1　合計特殊出生率の推移
1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年
3.65人 2.00人 2.13人 1.75人 1.54人 1.36人 1.26人
出典　国立社会保障・人口問題研究所のデータを基に作成
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よりも、むしろ長生きすることの方が実はリスクとして大きくなってきたとい
う認知が一般的にされてきたと考えられる。
３．保険会社の戦略
　保険業界は少子化や高齢化の影響を極めて強く受ける業界であると考えられ
る。生命保険の場合で例を挙げると、かつては死亡保障商品を営業職員という
固定された販売チャネルで販売してきた。
　しかし、人口構成の変化に伴い、死亡保障を必要とする若年層の減少し、死
亡保障を必要としない中高齢者層が増加してきた。
　若年層、とりわけ子育て中の人たちは、もし死亡すれば残された家族の生活
が困窮した状態に陥るため、それを回避するために死亡保障を必要とする。死
亡保障を必要とする若年層は今後も少子化により減少していく。
　その一方で死亡保障を必要としない中高齢者層が増加してきた。この場合の
死亡保障を必要としないというのは、子どもたちが独立したため、高額の死亡
保障を残す必要性がなくなったということである。むしろ自分のためのお金の
使い方というものを考える余地が生じてくる。死亡保障を必要としない中高齢
者層が特に増加している点が原因となり、保険会社が戦略の転換を余儀なくさ
れていると考えられる。
　また、1996年の保険業法大改正により、保険業界は激変した。1997年からは
当時の橋本内閣が日本版ビックバンを進めた。フリー・フェア・グローバルを
根幹にするビックバンの影響を保険業界は大きく受けたと考えられ、護送船団
方式から決別することになり、規制緩和が進み、競争が進んでいくことになっ
た。1996年以降の変動についても考察を加える。
　保険業界に対する規制緩和が進展したことが原因となり、保険の販売チャネ
ルが変化、拡大してきた。少し前までは生命保険の販売チャネルは営業職員、
損害保険の販売チャネルは代理店と固定していた。規制緩和の結果、販売チャ
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ネルが変化、拡大し、功罪両面あるものの銀行の窓口でも保険を購入すること
ができるようになった。保険会社の経営外部環境が大きく変わってきた。
3 − 1 ．保険会社の変遷
　保険会社の変遷を破綻、合併、生損保相互参入、株式会社への転換、新規参
入の視点から考察していく。
　①破綻
　1997年以降、生損保あわせて ₉社の保険会社が破綻した。
　生命保険会社の破綻は日産生命（1997年 ₄ 月）、東邦生命（1999年 ₆ 月）、第
百生命（2000年 ₅ 月）、大正生命（2000年 ₈ 月）、千代田生命（2000年10月）、
協栄生命（2000年10月）、東京生命（2001年 ₃ 月）の ₇ 社である。
　損害保険会社の破綻は第一火災（2000年 ₅ 月）、大成火災（2001年11月）の 
₂ 社である。
　日産生命が最初に破綻した当時、随分衝撃を持って受け止められた。信用組
合とか信用金庫などでは破綻する金融機関も出てきていたため、金融機関も必
ずしも大丈夫ではないかもしれないという認識は多少なりともあったと考えら
れたが、人々の将来の安心を販売している生命保険会社が破綻するということ
は想定すらされていなかった。この破綻がいかに例外的であったかと考えられ
ていた一例として当時の大蔵大臣は、「この例は極めて特異な例だ。契約者は
すべて保護される」というコメントを出したり、生命保険協会長は、「日産生
命の破綻というのは例外だ。他の生命保険会社は全然何の問題もない。」とい
うコメントを出したりしていた。それはまったくの嘘だったということは歴史
が証明することになった。
　大成火災以外の ₈社はすべて逆ざやが主な原因で破綻したと考えられる。も
ちろん保険業界の自由化が進み、競争の結果、破綻したという側面もある。大
成火災の場合は2001年 ₉ 月に発生したテロの影響で保険金が支払えなくなり破
綻したと考えられる。
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　②合併　合従連衡
　生命保険業界では、昔は別々の会社であった明治生命と安田生命が2001年に
合併し、明治安田生命となった。また大同生命と太陽生命が合併という形態を
とらないものの全面提携するようになった。
　日本団体生命がアクサグループに、平和生命がマスミューチュアル生命にな
ったように外資の傘下に入っている。
　破綻した日産生命があおば生命に、東邦生命がエジソン生命に、第百生命が
マニュライフ生命になり、千代田生命がスター生命に、協栄生命がジブラルタ
生命に、東京生命がT&Dフィナンシャル生命になり再出発している。大正生
命は大和生命と合併することで再出発している。後にエジソン生命とスター生
命は同じAIGグループになった。
　損害保険業界の方では、2002年 ₄ 月にミレアホールディングが設立され、
2004年10月に東京海上日動火災が誕生した。2006年 ₅ 月に日新火災もミレアホ
ールディングに入った。2001年10月に三井海上と住友海上が合併し三井住友海
上が誕生した。2002年12月に安田火災と日産火災が合併し損害保険ジャパンが
誕生した。これ以外にも2001年には日本興亜損害保険、あいおい損害保険とニ
ッセイ同和損害が、それぞれ合併によって誕生した。合従連衡が進んだため、
特に損害保険業界では会社の数が集約されてきた。
　③生損保相互参入
　一つの法人が取得できる営業免許は生命保険もしくは損害保険のいずれか一
方のみで両方は取得できない。ただし、1996年の保険業法改正により、子会社
を設立し免許取得し、相手の市場に参入するというが可能になった。
　子会社を通じた生損保相互参入できるようになったため、親会社が損害保険
会社で子会社として生命保険会社を設立した例として東京海上日動あんしん生
命、損保ジャパンひまわり生命、三井住友海上きらめき生命、日本興亜生命、
あいおい生命、共栄火災しんらい生命などがある。親会社が生命保険会社で子
会社として損害保険会社を設立した例としてスミセイ損害保険や明治安田損害
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保険がある。
　④相互会社の株式会社への経営組織転換
　保険業法により保険会社にだけ認められた会社形態として相互会社という形
態がある。数は決して多いわけではないが、いわゆる国内系の漢字で会社名を
表記している会社の大多数は相互会社であった。しかし、1996年の保険業法改
正により株式会社へ経営組織を変換させるということが可能になった。そのた
め、大同生命、太陽生命や三井生命が相互会社から株式会社へと組織変更を行
った。
　⑤外資系新規参入
　外資系の新規参入として、1996年 ₈ 月チューリッヒ・ライフ・インシュアラ
ンスが、2000年 ₄ 月にカーディフ生命が、2000年 ₈ 月ハートフォード生命が挙
げられる。これら外資系の参入は今後も日本の保険マーケットが拡大するとい
うことを見越して参入したと考えられる。
3 − 2 ．保険会社の戦略　販売チャネル
　次に販売チャネルについて営業職員、代理店、それ以外の新しい販売チャネ
ルの形態について考察していく。
　①営業職員
　伝統的な生命保険の販売チャネルとして、営業職員という販売チャネルが挙
げられる。営業職員が大規模なセールスレディー部隊を編成し、職場などに入
っていき顧客を頻繁に訪問することにより、生命保険とりわけ大型の死亡保障
（定期付終身）や養老保険を中心としたパッケージ販売を行っていた。大型の
死亡保障を目的とする定期付終身保険や死亡時または満期時に保険金を受け取
ることが出来る養老保険は、保険商品の仕組みとしてはシンプルな商品であ
る。そのため、大量にセールスレディーを雇用して、大量に契約を取ってくる
ということという営業が展開された。営業職員による営業スタイルは時に
GNP営業と揶揄されることもあるが、一定の成果を挙げてきたことも事実で
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ある。
　効率よく機能してきた営業職員という販売チャネルではあるが、ターンオー
バー（大量採用大量離職）の問題が依然として存在している。ターンオーバー
の最大の問題点は高コスト状態を生み出すという点である。教育費や人件費と
いったコストが恒常的にかかることになる。さらに顧客に契約を継続してもら
う継続率という観点からもターンオーバーの状態を放置しておくことは問題が
あると考えられる。
　②代理店
　伝統的な損害保険の販売チャネル、代理店という販売チャネルが挙げられ
る。例えば自動車保険を契約しようとする場合、以前であれば代理店で契約す
ること以外に選択肢は無かった。そのため、自動車を購入した販売店などで契
約することになっていた。自動車の販売店に損害保険の代理店になってもら
い、自動車保険を販売するということは効率的である。そのためこういった代
理店が損害保険の販売チャネルとしては非常に大きな役割を担っていたことは
また事実であると考えられる。
　ところが、保険会社側の論理であるが、業界の合従連衡が進むに従い、経営
効率の悪い代理店というものに対してコストをかけることが出来ないという状
況が生まれてきた。優良な代理店の数を集めて営業の体質を強化していきたい
という状況に変化してきた。優良代理店の選別である。また生損保の相互参入
に伴い生命保険の営業職員が新たな損害保険の販売チャネルとして生まれてき
た。
　2001年以降、本格的に解禁になった販売チャネルが、銀行の窓口販売いわゆ
る窓販である。銀行に保険の販売代理店となってもらい、銀行の職員が、窓口
に来た顧客に対し保険を販売するという代理店の新しい形態である。新たな販
売チャネルを開拓したい保険会社、特に外資系生保の思惑と、新たな手数料収
入源を確保したい銀行の思惑とが合致し、窓販による保険販売が急速に拡大し
ている。ただし窓販には問題点も浮かび上がってきている。
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　窓販の問題点と考えられる適合性の原則であるが、広義の適合性の原則と狭
義の適合性の原則に区分される。
　まず広義の適合性の原則であるが、販売業者は保険を購入に来た人に対し、
その人の金融商品に関する知識、経験、財産力、投資目的などに適合した形で
勧誘もしくは販売を行わなければならないと定められた原則である。他方、狭
義の適合性の原則はいかなる場合であってもある特定の者に対してはどんなに
説明を尽くしても、一定の商品の勧誘もしくは販売をしてはならないと定めら
れた原則である。
　国民生活センターに寄せられている相談事例を見ていると、この点をないが
しろにしている様子が浮かび上がってくる。銀行の窓口で販売されている年金
保険などでは、保険会社から見ても無視できない非常に大きな影響力のあるチ
ャネルになっているが、本当に適合性の原則を販売業者側が守っているかどう
かという点、非常に疑わしいと考えられる。
　次に窓販の問題点と考えられるのが不招請勧誘である。顧客がその商品を必
要としていないという意思表示をしているにも関わらず、半ば押し売りに近い
状態で商品の販売を行うのが不招請勧誘である。不招請勧誘は禁止するように
求められているにも関わらず、依然として押し売りに近い状態で契約させると
いう事例が見受けられる。
　窓販に関して、一部の保険商品がクーリングオフの適用除外になっていると
いう点が問題となっていた。変額年金は一部契約の形態によってはクーリング
オフが認められていなかった。ところが、これを認めようということで法律の
改正の準備が進んでいる。すべての保険商品が、クーリングオフの適用対象に
なるという点、消費者保護が一歩進んだという点は一定の評価できると考えら
れる。
　③新しい販売チャネル
営業職員、代理店、それ以外の新しい販売チャネルの形態として電話、インタ
ーネットが挙げられる。これらも規制緩和の結果生まれてきた新しい販売チャ
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ネルである。現在販売されているすべての保険商品が、電話やインターネット
といった販売チャネルで販売されているわけではなく、自動車保険や海外旅行
傷害保険など一部の商品に限定されている。
3 − 3 ．保険会社の戦略　商品開発
　次に保険会社の戦略の中で商品開発に焦点を当てて考察していく。
　早く死んでしまうというリスクよりも、むしろ長生きすることの方がリスク
として大きくなってきたという認知がされてきたと考えられる。それに伴い、
保険商品に対する消費者ニーズは死亡保障から生存保障へと変化してきた。生
命保険の死亡保障ではなく、損害保険でもなく、生きるための保障という第3
分野が注目されるようになって来た。また、消費者ニーズの細分化も進んでい
る。
　今までは保険商品のラインナップとしては死亡保障商品だけで十分であっ
た。しかし消費者ニーズの変化に伴い、生きるための保障、長生きのリスクに
備えるための保険商品が必要になってきた。長生きのリスクに備えるために医
療、がん、介護、年金などのような保険が、開発され販売されるようになっ
た。長生きのリスクが認知されるに伴い、これらの保険が販売されるようにな
り、年金保険、医療保険、がん保険が急速な勢いで市場が拡大している。
　また、自動車保険もこの10年で大きく変化した商品である。自動車保険にお
けるリスク細分型という言葉が一般化した。1996年以前は誰が自動車保険を契
約しても、どこの代理店で契約しても、性別の違いとか目的、用途の違いなど
は一切関係がなく、同じ料率の商品が販売されていた。自動車保険を契約する
際に、SAP、BAP、PAPという ₃種類の中からどれを契約するかという選択
肢しか存在しなかった。しかし、現在では各社各様の自動車保険を開発し、販
売している。ただし、各社各様の保険を、他社との競争化で開発、販売したた
めに、結果として不払いの原因を作り、逆に保険会社は自分たちの首を締める
ような状況を招いたことも事実である。
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　消費者のニーズが細分化、リスクに関するニーズが細分化すると、保険会社
はニーズに応じた商品を開発、販売するため、取り扱う保険商品は大きく変化
することになる。
　年金保険、医療保険、がん保険が急速な勢いで市場が拡大しているが、市場
急成長の要因は、医療技術の進歩による医療費の増加と公的健康保険制度の改
定により、社会保障の水準が低下しそれに伴い個人の負担が増加していること
が考えられる。
　保険会社の軸足も従来の死亡保障から第 ₃分野へシフトしてきた。販売商
品、営業職員とか販売網などリソースを第 ₃分野に投入する会社もあれば医療
保険単品を投入、各種特約の組み合わせ、など会社によりスタンスが異なるも
のの、保険業界における数少ない成長分野である第 ₃分野にリソースを投入し
ている。
3 − 4 ．医療リスクの特性
　第 ₃分野の保険なかでも医療保険に焦点を当てて考察していくことにする。
医療保険が対象とするリスクは医療リスクである。医療リスクは従来の伝統的
な死亡保障を主とする保険商品が取り扱うリスクとはリスクの性質が大きく異
なる。
　医療保険においては、正確な料率の設定というものが非常に困難であると考
えられる。保険の原則として収支相等の原則と給付反対給付均等の原則という
₂つの大きな原則が存在する。これは保険会社から見た場合、収入の保険料と
支払う保険金が相等しくならないという原則である。この収支相等の原則と給
付反対給付均等の原則というのは基本的に同一のものであるが、これらの原則
を守ることができるかどうかという点、医療保険というのは非常に疑わしいと
ころがある。医療保険の料率を設定することは困難であると考えられる。
　医療リスクの特性を考察しておく。
　基礎率と呼ばれる発生率の把握というものが非常に困難である。保険の根幹
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原則の一つである大数の法則が十分に妥当するほど必ずしも十分なデータの裏
づけがあるかどうか疑問である。一般に加齡が原因となり個人の抱える医療リ
スクは増大することになる。加齢に伴い、個人の抱える医療リスクが減少する
ということは可能性が無いわけではないが、その確率は低いと考えられる。
　また男性と女性では、身体の構造、仕組みが異なるため、性別によっても抱
える医療リスクは当然異なる。また同じ性別、同じ年齢であったとしても、個
人差が非常に大きな部分がある。医療リスクは死亡リスクとは異なり単純に性
別、年齢だけではつかみきれない部分が存在する。
　次に情報の非対称性の存在が医療リスクの正確な把握を困難にしている。個
人情報で虚偽の告知を行い、契約してしまおうと思えばできなくもない。もち
ろん、後で問題が生じた場合に、そこで虚偽の告知をして契約していたのであ
れば保険金の支払を受けることはできなくなる。ただし現実問題としてどの保
険会社も誰がいつ、どこの病院に行って、どういう治療を受けて、どのような
薬を服用しているかというところまできちんと把握できない。この点、医療リ
スクはモラルハザードを招く可能性がある。医療保険の契約に際して、どちら
が情報を持っているかと見ると、保険会社ではなく契約者の側が持っている。
そのため、保険会社は告知義務ということで契約者にきちんと正確に告知して
もらうことが非常に重要になる。
　医療リスクの他の特性として、発生形態の多様化が挙げられる。例えばがん
を例にとると、転移という形で多様化していく。また、反復の可能性というこ
とで、一旦ある病気が治ったとしても、再発する可能性も存在する。それ以外
にも医学的因果関係が存在するか否か、慢性疾患など医療リスクを正確に把握
することを阻害する要因は数多く存在する。この発生形態の多様化や反復可能
性が医療リスクの大きな特徴である。死亡リスクの場合は、発生形態の多様性
は存在するものの反復の可能性は存在しない。
　また、医療技術が日々進化することも医療リスクの把握を困難にする。医療
技術の進化により、治療できなかった疾病が治療できるようになったり、必ず
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しも不治の病ではなくなったりする。発生形態の多様化や反復可能性に大きな
影響を与えると考えられる。
　それ以外の医療リスクに影響を与える多数の変動要因として、マスコミの影
響なども考えられる。個人の健康意識の高まりや食生活改善、そしてまた、政
府によるメタボリック・シンドロームの喧伝や、社会保障制度の改正など、多
数の変動要素が存在する。医療リスクを正確に把握するということは実は非常
に困難である。
3 − 5 ．無選択型、基準緩和型の医療保険
　次に、無選択型および基準緩和型の医療保険が抱える問題点について考察を
加えていく。
　誰でも契約できる無選択型の医療保険、一定の条件を満たさない限り契約で
切る基準緩和型の医療保険。加入基準と保険者の危険選択が従前になかったタ
イプの医療保険である。これらの医療保険が人気を博したのはシンプルで分か
りやすかった点と中高齢者層の潜在的ニーズを掘り起こした点にあると考えら
れる。
　人気を博した無選択型、基準緩和型の医療保険ではあるが、果たしてこれら
の商品設計は、データに基づいてきちんと商品設計がされているのかどうかと
いう点、疑問が残ると考えられる。先に考察したように医療リスクを正確に把
握するということは非常に困難であるため、料率設定の適切性にも疑問符が着
く。
　このような医療保険がこれから先、保険会社の経営を圧迫しないかどうか非
常に懸念される。保険商品には生産循環の転倒性が存在することと、無限的生
産拡張可能性が存在するためである。
　保険商品の正確な原価を、事前に把握することは不可能である。これが、生
産循環の転倒性が存在するということである。一定の期間経過後に発生した事
故の件数から、それに対する保険金の支払いを把握するという形で、最終的な
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原価を把握することが可能となる。事前に原価を把握することはできない。
　また、保険は無形のサービスであるため、在庫を必要としない。理論上、供
給が無限大である。これが、無限的生産拡張可能性が存在するということであ
る。供給量が過剰となったことが原因となり、後に保険金支払い過多で財務的
に非常に危険な状態になる可能性が残されている。
3 − 6 ．複雑化、多様化する医療保険
　医療保険そのものも複雑化、多様化している。
　契約の対象者に関して、中高年層ををターゲットとしている医療保険が注目
を浴びているが、若年層をターゲットとしている医療保険も存在する。　
　契約形態に関して、主契約の形態をとるものや、特約の形態をとるものなど
多様である。
　医療保険の給付対象となる症状や入院についても多様である。入院日数によ
る区分では ₁ 泊 ₂ 日型、 ₅ 日型、 ₈ 日型が存在する。 ₁入院限度日数では30日
型、60日型、120日型、180日型、360日型、730日型、1000日型、1095日型など
がある。通算支払限度日数では、700日型、730日型、1000日型、1095日型など
がある。
　手術給付の有無や解約返戻金、無事故給付金の有無により医療保険はさらに
複雑化、多様化している。
　医療保険をはじめとして第 ₃ 分野の保険商品は非常に複雑化、多様化してい
る。第 ₃ 分野の保険の販売が好調である。
₄．保険金の不適切な不払い問題
　昨今、非常に問題となっている保険金の不適切な不払いの問題についても考
察しておくことにする。保険金不払いという表現には、正当な保険金不払いと
不適切な保険金不払いとが含まれる。問題となるのは保険金を支払わなければ
（97）
Ⅳ　少子高齢化社会の保険商品戦略
ならない場合でも正当な理由無く保険金の支払いを拒否したり、支払い漏れに
なったりしている不適切な保険金不払いである。
　正当な保険金不払いというのは、約款の規定により免責事由、重大事由解
除、詐欺無効などに該当する場合である。不正な保険金支払い請求対策やモラ
ルリスク対策は被保険者間の公平性を維持する観点から必要なものである。
　例えば生命保険では、健康状態、既往症などについて事実を告げないまたは
偽りの告知をする告知義務違反があった場合や保険契約が成立してから一定期
間内に被保険者が自殺した場合、被保険者の故意または重大な過失による場合
や犯罪行為による場合などには、正当な不払いとなる。このようなケースは保
険料負担の公平性の視点から見て問題はない。
　ここでは、不適切な保険金不払い（以下「保険金不払い」とする）の現状に
ついてみてみる。一連の不払い問題は2005年初めに表面化した。
　生命保険業界では、2005年までの ₅ 年間で約1,500件、約72億円の保険金不
払いが発生していた。特に明治安田生命だけで1,053件、約52億円もの保険金
不払いが発生していた。同社は2005年に ₂度も、業務停止命令を受けた。
　損害保険業界では、金融庁は2005年 ₉ 月に損害保険会社全48社に対して保険
金不払いに関する調査を求め、2005年 ₆ 月までの ₃年間で約18万件、約84億円
の保険金の保険金不払い、付随的な保険金の支払い漏れが26社で発生してい
た。その結果、同年11月に金融庁より26社に対して業務改善命令が出された。
2006年に入って新たな不払いが発覚した損害保険ジャパンと三井住友海上は業
務停止命令を受けるという事態に発展した。さらに同年 ₉月に付随的な保険金
の支払い漏れについて再調査した結果、昨年までの数字と合計して約30万件、
約177億円の保険金不払いが判明した。これに留まらず同年10月には第 ₃分野
の保険において保険金不払いが約5,000件、約15億円の保険金の不適切な不払
いが判明した。さらに今年に入ってからも生命保険会社で2001年度からの ₅ 年
間で ₁万件以上の保険金不払いが判明している。
　不適切な保険金不払いの原因は①商品特性、②人材、③経営者の ₃点に集約
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される。
　①商品特性
　商品特性が保険金不払いとなる要因は商品の分かりにくさ、約款の分かりに
くさ、自由化以降の商品開発競争の激化などが挙げられる。
　契約内容が書かれている約款は小さな文字で、難解に書かれている。約款を
細部まで理解するのは困難である。また保険商品は商品特性上、五感で感知す
ることができない。会社側の一方的な約款の解釈で保険金支払いを拒否するこ
とは、契約者の無知に付け込む行為で、非常に悪質である。
　自動車保険で多数の保険金不払いが発生した原因の一つに、1998年以降の競
争環境の変化に伴い、商品の多様化が一気に進んだことが挙げられる。損害保
険各社が「特約」と呼ばれる新たな保険機能を安易に増やし複雑化してきた。
その一方で、社内の保険金支払態勢を十分に整備してこなかった点が挙げられ
る。その結果、主契約の保険金は支払われていても、特約の保険金には支払い
漏れがあったり、契約者から保険金請求のない項目への対応も担当者間でばら
つきが見られたりした。支払えるケースでも契約者から請求が無ければ支払お
うとしなかったケースもあった。
　②人材
　人材が保険金不払いとなる要因は従業員や代理店の教育不足、代理店の不適
切な顧客本位の姿勢、保険金支払い担当者の判断ミスなどが挙げられる。
　従業員や代理店が商品内容について十分な理解が無いまま販売したため、保
険金支払い請求があっても保険金の支払いができないと思い込んでいたケース
がある。また保険金の支払いを受けると翌年度以降の更新契約の保険料が高く
なるため、意図的に契約者に通知しなかったケースや契約者に誤った説明を行
い請求放棄させたケースもある。不適切な顧客本位の姿勢が原因と考えられ
る。
　第 ₃ 分野商品（医療保険）について、商品開発から支払査定、事後検証に至
る保険金支払い管理態勢に極めて重大な欠陥があることが判明した。
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　始期前発病について、約款では医師の診断により始期前発病が認定された場
合に免責が適用されることとなっている。始期前発病と断定するためには、契
約前に発病していたことを保険会社側が証明しなければならない。年齢ととも
に症状が進む疾病の場合、発病時期を正確に特定することは困難である。担当
医がいつ発病したか正確にはわからないと診断している場合でも、支払い担当
者は始期前発病と判断していた。正確な発病時期が特定できないにも関わら
ず、医師の診断に基づかず社員自らが判定を行い、免責を不適切に適用し不払
いと決定したのは明らかに不適切な判断である。
　告知義務違反について、会社側からの契約解除ができる期間である除斥期間
が経過した後に解除権を行使しているケースや告知事項とは因果関係のない保
険事故にも関わらず告知義務違反が適用されたケースもあった。詐欺無効、告
知義務違反解除、重大事由解除、免責事由該当、支払事由非該当などの安易な
適用を行い、営業職員がその後始末に追われていた。保険金支払い部門と保険
募集部門の連携は無かったも同然である。
　③経営者
　経営者が保険金の不適切な不払いとなる要因は不当な利益追求、不十分な経
営管理態勢、コンプライアンス態勢の欠如、護送船団行政からの脱却や規制緩
和への対応を失敗することなどが挙げられる。
　実際の販売能力とかけ離れたノルマを設定し、過度の営業偏重や利益重視の
姿勢となっていることも一因と考えられる。
　明治安田生命では「死差益増の目標額」を合併新会社における増益効果とし
て設定していた。保険金支払い担当部署が保険金の支払い抑制目標を設定し、
「不払い優先の風土」を醸成していた。 ₃ 利源の中でも、死差損益について増
額の目標を設定するという方針は根本的に保険会社としてあってはならない目
標設定である。
　保険契約者保護に係る重要な事項である支払査定基準の改廃について、取締
役会などの承認を得ることなく保険金部長が決定していた。
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　不祥事件処理態勢については、契約担当部署において契約現場における法令
違反、告知義務違反教唆の事実などを把握していたにも関わらず、調査不十分
で不問としているケースが判明するなど自浄作用は十分に機能していない。
　その他にも契約者保護の観点から多数の不適切な取扱いも判明した。経営者
は、実態を把握しようとせず、牽制機能を発揮していなかった。内部管理態勢
の構築ができておらず、コンプライアンス態勢は欠如しており、代表取締役、
取締役および取締役会などは、本来果たすべき役割を発揮していなかった。こ
こに不適切な保険金不払いが発生した最大の原因があると考えられる。
₅ ．おわりに
　保険業界は少子化、高齢化の影響を強く受ける産業のひとつである。少子
化・高齢化の進展に伴いターゲットが変化していく業界である。消費者ニーズ
に合致させる形で保険会社の戦略がどんどん転換してきた。
　死亡保障商品を営業職員という販売チャネルで販売してきた。しかし、保険
の第一次取得者である若年層の減少や販売チャネルの多様化という経営外部環
境の変化に伴い、医療保険や年金保険などの第3分野の保険に軸足が移ってき
た。
　このような状況下、民間の医療保険が非常に売れているが、果たしてそれが
本当にあるべき姿として正しいのかどうか、非常に疑問に感じている。医療分
野における公的保障と私的保障の関係を考えると、日本は公的な保障が非常に
表Ⅳ− 2　高額療養費制度
区　分 自己負担限度額
一　般　（月収56万円未満）   80,100円＋（総医療費－267,000円）× ₁ ％
高所得者（月収56万円以上） 150,000円＋（総医療費－500,000円）× ₁ ％
市町村民税非課税者   35,400円（定額）
　　　　※月収とは給与所得者の場合、標準報酬月額のこと　自営業の人は、基礎控除後の総
　　　　　所得金額が670万円を超える場合に高所得者となる
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整っている国であると考えられ、民間保険会社の医療保険の必要性については
疑問を感じざるを得ない。同じ人が同じ月に、同じ医療機関で支払った医療費
が自己負担限度額を超えた場合、超過分については本人の申請にもとづいて、
各公的健康保険から払い戻される高額療養費制度も存在する。
　またメタボリック・シンドロームや生活習慣病の予備軍という表現をされる
が、どんどん増加している。そのため民間の保険会社がこれから先、加齡によ
る医療リスクの増加など、医療リスクを正確に把握できているのかどうか疑問
である。将来、保険会社の収支に大きな悪影響を及ぼす可能性がある点は今後
も注意が必要である。
　また、保険金の不適切な不払い問題についても考察した。保険金の支払いは
保険サービスそのもので、保険会社の基本的かつ最も重要な機能である。この
点が有効に機能しないと保険会社はその存在事由を失う。一連の保険金不払い
問題で、保険会社の収益重視、契約者軽視の姿勢が明らかになった。次々と明
らかになった保険金の不適切な不払いは、保険会社に対する契約者の信頼を失
墜させ、信頼回復を一層困難にした。
　医療保険が必要とされているにも関らず、保険業界が必要とされているかど
うかは疑問が残る。保険業界が信頼回復をすることができるのかどうか、注視
していきたい。
引用・参照文献一覧
総務省統計局　国勢調査
内閣府 「高齢社会白書」（平成16年版）（平成17年版）
内閣府 「少子化社会白書」（平成17年版）
金融庁　http://www.fsa.go.jp
金融審議会金融分科会第二部会「銀行等による保険販売規制の見直しについて」2004年 ₃ 月
31日
保険商品の販売勧誘のあり方に関する検討チーム 「中間論点整理～適合性原則を踏まえた
保険商品の販売・勧誘のあり方～」2006年 ₃ 月 ₁ 日 http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/
hoken/f-20060301-1.html
（102）
厚生労働省監修　厚生労働白書（平成16年版）
国立社会保障・人口問題研究所　http://www.ipss.go.jp/
社団法人生命保険協会　平成17年度税制改正に関する要望
社団法人生命保険協会　個人保険商品研究　平成16年度
社団法人生命保険協会　生命保険と税・相続　平成16年度
社団法人生命保険協会　隣接業界の商品と社会保障　平成15年度
社団法人生命保険協会　平成17年度税制改正に関する要望　平成16年 ₉ 月
社団法人生命保険協会　http://www.seiho.or.jp/
財団法人生命保険文化センター「生活設計と金融・保険に関する調査 Vol.6」『サラリーマン
の老後のライフスタイルと生活設計に関する調査』　平成16年 ₃ 月
財団法人生命保険文化センター「生活設計と金融・保険に関する調査 Vol.5」『中高年独身層
の生活設計に関する調査』平成15年12月
財団法人生命保険文化センター　老後生活のリスク認識に関する調査　平成11年 ₃ 月
財団法人生命保険文化センター　生命保険に関する全国実態調査　昭和54年
財団法人生命保険文化センター　生命保険に関する全国実態調査　昭和57年
財団法人生命保険文化センター　http://www.jili.or.jp/index.html
全国社会福祉協議会「図説高齢者白書」（2004年版）
財団法人厚生統計協会「保険と年金の動向」　2005年　第52巻第14号
独立行政法人国民生活センター「高齢者に多い個人年金保険の銀行窓口販売に関するトラブ
ル」2005年 ₇ 月 ₆ 日
独立行政法人国民生活センター「消費生活年報2005」　2005年10月
独立行政法人国民生活センター「第36回国民生活動向調査　－家計の管理と金融トラブル－」 
2006年 ₃ 月
プライスウォーターハウスクーパースフィナンシャル・アドバイザリー・サービス　「保険
窓販はじめの一手」金融財政事情研究会　2001年 ₆ 月
安田まゆみ　菅原直子「保険窓販徹底ガイド」サンコウ出版　2003年 ₄ 月
徳常泰之「私的年金としての個人年金保険」『研究双書』　第138冊　関西大学経済･政治研究
所　2005年 ₃ 月
徳常泰之「個人年金保険に求められる役割」『週刊社会保障』第2354号　株式会社法研　
2005年10月
徳常泰之「個人年金保険の販売チャネルに関する一考察」『商学論集』第51巻第 ₅ 号　関西
大学商学会　2006年12月
徳常泰之「不適切な保険金不払い問題」『週刊社会保障』第2418号　株式会社法研　2007年
₂ 月
